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Ⅰ 結果の概要 

 

１ 農林業経営体（統計表１参照） 

京都府における農林業経営体数(令和７年２月１日現在)は、11,643経営体で、５年前に比べ

2,904経営体（20.0％）減少した。 

このうち、農業経営体は11,422経営体、林業経営体は408経営体となり、５年前に比べそれぞ

れ2,759経営体（19.5％）、211経営体（34.1％）減少した。 

 

表１ 農林業経営体数 

 

注１： 農業経営と林業経営を合わせて営んでいる経営体があるため、農業経営体数と林業経営体数の合計と 

農林業経営体数は一致しない。 

２： 表中の「△」は減少したものを示す（以下同じ。）。 

 

 

 

図１ 農林業経営体数 

 

 
 

 

 

単位：経営体

平成27年 18,738 18,016 1,574
     令和2年 14,547 14,181 619
     令和7年 11,643 11,422 408
増減率（％）

令和2年/平成27年 △ 22.4 △ 21.3 △ 60.7
令和7年/令和2年 △ 20.0 △ 19.5 △ 34.1

区分 農林業経営体 農業経営体 林業経営体
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２ 農業経営体 

(1) 農業経営体数（統計表１、２（１）参照） 

農業経営体のうち、個人経営体は10,857経営体で、５年前に比べ2,802経営体（20.5％）減

少した。一方、団体経営体は565経営体となり、43経営体（8.2％）増加した。 

 

表２ 農業経営体数 

    

     注： 表示単位未満を四捨五入しているため、合計値と内訳の計が一致しない場合がある（以下同じ。）。 

 

団体経営体のうち、法人経営数は391経営体で、５年前に比べ58経営体増加した。この結果、

団体経営体に占める法人経営体の割合は69.2％となり、5.4ポイント上昇した。 

また、法人経営体の内訳をみると、会社法人は296経営体で、５年前に比べ68経営体（29.8

％）増加した。一方、農事組合法人は60経営体で8経営体（11.8％）減少した。 

 

図２ 法人化している農業経営体数 

  

法人経営体

平成27年 18,016 17,528 488 300

     令和2年 14,181 13,659 522 333

     令和7年 11,422 10,857 565 391

増減率（％）

 令和2年/平成27年 △ 21.3 △ 22.1 7.0 11.0

 令和7年/令和2年 △ 19.5 △ 20.5 8.2 17.4

区分
農業経営体

①＋②
個人経営体

①
団体経営体

②

単位：経営体
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(2) 経営耕地面積（統計表２（２）参照） 

経営耕地のある農業経営体の１経営体当たりの経営耕地面積は1.4haで、５年前に比べ 

7.7％増加した。 

 

図３ １農業経営体当たりの経営耕地面積 

 

 

(3) 経営耕地面積規模別の農業経営体数（統計表２（３）参照） 

経営耕地面積規模別に農業経営体数の増減率をみると、５年前に比べ５～10ha、20ha以上の

層で農業経営体数が増加した。 

 

表３ 経営耕地面積規模別の農業経営体数 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

単位：経営体

計
経営耕地

な　し
１ha未満 １～２ ２～３ ３～５ ５～10 10～20 20～30 30ha以上

平成27年 18,016 145 12,799 3,444 731 488 272 107 15 15
令和2年 14,181 117 9,750 2,697 626 497 285 149 34 26
令和7年 11,422 105 7,624 2,149 585 427 313 142 49 28

△ 21.3 △ 19.3 △ 23.8 △ 21.7 △ 14.4 1.8 4.8 39.3 126.7 73.3

△ 19.5 △ 10.3 △ 21.8 △ 20.3 △ 6.5 △ 14.1 9.8 △ 4.7 44.1 7.7

区分

増減率（％）

  令和7年/令和2年

  令和2年/平成27年
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図４ 経営耕地面積規模別にみた農業経営体数の増減率 

 

 
注：「１ha 未満」には経営耕地面積なしを含まない。 

 

(4)  経営耕地面積規模別の経営耕地面積（統計表２（４）参照） 

農業経営体の経営耕地面積を規模別にみると、20ha以上の農業経営体の経営耕地面積が全

体の14.1%を占め、５年前に比べ2.6ポイント上昇した。 

 

 

図５ 経営耕地面積規模別の経営耕地面積割合 
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(5) 水稲作付面積規模別の農業経営体数（統計表２（５）参照） 

販売目的で水稲を作付けした農業経営体数は8,872経営体で、５年前に比べ2,062経営体

（18.9％）減少した。  

水稲作付面積規模別に農業経営体数の増減率をみると、５年前に比べ５ha未満の各層では

減少しているものの、5ha以上層では農業経営体数が増加した。 

 

表４ 水稲作付面積規模別の農業経営体数 

 

 

 

図６ 水稲作付面積規模別農業経営体数の構成割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：経営体

区分 計 １ha未満 １～２ ２～３ ３～５ ５～10 10～15 15ha以上

平成27年 14,103 12,037 1,325 299 232 142 40 28

     令和2年 10,934 8,745 1,310 311 269 167 63 69

     令和7年 8,872 6,863 1,131 299 239 189 70 81

増減率（％）

  令和2年/平成27年 △ 22.5 △ 27.3 △ 1.1 4.0 15.9 17.6 57.5 146.4

  令和7年/令和2年 △ 18.9 △ 21.5 △ 13.7 △ 3.9 △ 11.2 13.2 11.1 17.4
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(6) 農産物販売金額規模別の農業経営体数（統計表２（６）参照） 

農産物販売金額規模別に農業経営体数の増減率をみると、５年前に比べ3,000万円以上層で

農業経営体数が増加した（増加数は44経営体数）。 

 

表５ 農産物販売金額規模別にみた農業経営体数の増減 

 
 

 

図７ 農産物販売金額規模別にみた農業経営体数の増減率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：経営体

計 販売なし 50万円未満 50～100 100～500 500～1,000 1,000～3,000 3,000～5,000 5000万～1億 1億円以上

令和2年 14,181 2,268 5,874 2,336 2,432 608 482 89 54 38
令和7年 11,422 1,324 4,677 2,007 2,155 554 480 112 64 49

令和7年/令和2年 △ 2,759 △ 944 △ 1,197 △ 329 △ 277 △ 54 △ 2 23 10 11

令和7年/令和2年 △ 19.5 △ 41.6 △ 20.4 △ 14.1 △ 11.4 △ 8.9 △ 0.4 25.8 18.5 28.9

増減率（％）

増減数

区分
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(7) 農産物販売金額１位の部門別農業経営体数（統計表２（７）参照） 

農産物販売金額１位の部門別に農業経営体数の構成割合をみると、稲作が70.6％、果樹類が

3.2%となり、５年前に比べそれぞれ0.5ポイント、0.3ポイント上昇した。一方、露地野菜、施

設野菜が５年前に比べそれぞれ1.0ポイント、0.3ポイント下降した。 

 

図８ 農産物販売金額１位の部門別にみた農業経営体数の構成割合 

 

(8)  青色申告を行っている農業経営体数（統計表２（９）参照） 

    青色申告を行っている農業経営体数は 4,360経営体で、５年前に比べ79経営体（1.8％） 

    増加した。 

        一方、青色申告を行っている農業経営体が占める割合は 38.2％となり、５年前に比べ 

8.0 ポイント上昇した。 

 

表６ 青色申告を行っている農業経営体数 

 

 

 

 

 

単位：経営体

小計 正規の簿記 簡易簿記 現金主義

令和2年 14,181 4,281 2,103 1,720 458 9,900

令和7年 11,422 4,360 2,269 1,629 462 7,062

構成比（％）

令和2年 100.0 30.2 14.8 12.1 3.2 69.8

令和7年 100.0 38.2 19.9 14.3 4.0 61.8

増減率（％）
　　令和7年/令和2年

△ 19.5 1.8 7.9 △ 5.3 0.9 △ 28.7 

区分 計
青色申告を行っている 青色申告を

行っていない
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(9)  データを活用した農業を行っている農業経営体数（統計表２（10）参照） 

データ（気象状況、市況、農作業履歴、生育状況等の情報）を活用した農業を行ってい

る農業経営体数は 3,777経営体で、農業経営体に占める割合は 33.1％となった。 

また、団体経営体についてみると、データを活用した農業を行っている経営体数は309経

営体で、団体経営体に占める割合は 54.7％となった。 

 

表７ データを活用した農業を行っている農業経営体数 

 
 

(10)  主副業別農業経営体数（個人経営体）（統計表２（13）参照） 

農業経営体のうち個人経営体を主副業別にみると、主業経営体は1,440経営体で５年 

前に比べ137経営体（8.7％）の減少、準主業経営体は1,624経営体で449経営体（21.7％） 

の減少、副業的経営体は 7,793経営体で2,216経営体（22.1％）の減少となった。 

一方、主業経営体が占める割合は13.3％となり、５年前に比べ1.8ポイント上昇した。 

 

表８ 主副業別農業経営体数(個人経営体) 

 
 

図９ 主副業別農業経営体数(個人経営体) 

 

単位：経営体

データを活用した農業を行っている経営体（複数回答）

総数（令和７年） 11,422 3,777 3,308 1,376 175 175 7,645

個人経営体 10,857 3,468 3,056 1,192 119 139 7,389

団体経営体 565 309 252 184 56 36 256

構成比（％）

総数（令和７年） 100.0 33.1 29.0 12.0 1.5 1.5 66.9

個人経営体 100.0 31.9 28.1 11.0 1.1 1.3 68.1

団体経営体 100.0 54.7 44.6 32.6 9.9 6.4 45.3

区分 計

データを活用した

農業を行っていな

い経営体
小計

（実数）

気象・市況等の

データを見て農業

農作業履歴等の

データをパソコン

等で記録

機器・センサーを

用いて生育状況等

のデータを計測・

取得し分析

データ分析を活

用した営農上の

サービスやサ

ポートを利用

令和7年 令和2年 平成27年 令和7年 令和2年 平成27年 令和7年/令和2年 令和2年/平成27年

主業経営体 1,440 1,577 2,243 13.3 11.5 12.8 △ 8.7 △ 29.7
準主業経営体 1,624 2,073 3,014 15.0 15.2 17.2 △ 21.7 △ 31.2
副業的経営体 7,793 10,009 12,271 71.8 73.3 70.0 △ 22.1 △ 18.4

総数 10,857 13,659 17,528 100.0 100.0 100.0 △ 20.5 △ 22.1

増減率（％）
区分

経営体数 構成比（％）
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(11) 農業労働力（統計表２（14）（15）（16）参照） 

農業経営体のうち個人経営体の基幹的農業従事者（自営農業を主な仕事としている世帯員） 

は 11,464人で、５年前に比べ3,666人（24.2％）減少した。 

団体経営体の役員・構成員は912人で、５年前に比べ198人（27.7％）増加した。 

農業経営体の常雇い数は 2,651人で、５年前に比べ1,443人（119.5％）増加した。 

 

表９ 農業労働力 

 

注１： 役員・構成員の値は、農業に 150 日以上従事した人数（経営主を含む。）である。 

２： 常雇いとは、農業に年間７か月以上の契約で雇った人をいう。 

 

表10 年齢別基幹的農業従事者数（個人経営体） 

 

 

図10 年齢別基幹的農業従事者数（個人経営体）の推移 

 

単位：人
区分 基幹的農業従事者 役員・構成員 常雇い

  平成27年 17,463 1,053 1,384

  令和2年 15,130 714 1,208

  令和7年 11,464 912 2,651
増減率（％）

令和2年/平成27年 △ 13.4 △ 32.2 △ 12.7
 令和7年/令和2年 △ 24.2 27.7 119.5

区分 計 29歳以下 30～39 40～49 50～59 60～64 65～69 70～79 80歳以上

   平成27年 17,463 157 480 832 1,410 1,959 3,079 6,083 3,463
令和2年 15,130 119 403 753 1,039 1,149 2,546 5,759 3,362
令和7年 11,464 100 355 725 1,042 806 1,500 4,666 2,270

構成比（％）

   平成27年 100.0 0.9 2.7 4.8 8.1 11.2 17.6 34.8 19.8
   令和2年 100.0 0.8 2.7 5.0 6.9 7.6 16.8 38.1 22.2

   令和7年 100.0 0.9 3.1 6.3 9.1 7.0 13.1 40.7 19.8
増減率（％）

令和2年/平成27年 △ 13.4 △ 24.2 △ 16.0 △ 9.5 △ 26.3 △ 41.3 △ 17.3 △ 5.3 △ 2.9
令和7年/令和2年 △ 24.2 △ 16.0 △ 11.9 △ 3.7 0.3 △ 29.9 △ 41.1 △ 19.0 △ 32.5

(人)
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３ 林業経営体 

(1)  林業経営体数（統計表３（１）参照） 

林業経営体のうち、個人経営体は253経営体、団体経営体は155経営体となり、５年前に比 

べそれぞれ156経営体（38.1％）、55経営体（26.2％）減少した。  

団体経営体に占める法人経営体の割合は 65.2％となり、8.5ポイント上昇した。 

 

表11 林業経営体数 

  

 

(2) 保有山林面積規模別林業経営体数の構成割合（統計表３（２）参照） 

保有山林面積規模別に林業経営体数の構成割合をみると、５ha未満が21.3％、次いで、５～

10haが20.1％、10～20haが15.7％となった。 

保有山林面積が 10ha以上ある林業経営体が全体の 58.6％を占め、５年前に比べて 0.1 ポ 

イント上昇した。 

 

図11 保有山林面積規模別にみた林業経営体数の構成割合 

 

 

 

 

 

単位：経営体

法人経営体

1,574 1,195 379 236 62.3
619 409 210 119 56.7
408 253 155 101 65.2

△ 60.7 △ 65.8 △ 44.6 △ 49.6 -
△ 34.1 △ 38.1 △ 26.2 △ 15.1 -  令和7年/令和2年

区分
個人経営体

①
林業経営体
①＋②

 平成27年
令和2年
令和7年

増減率（％）
  令和2年/平成27年

団体経営体に
占める法人割合

(%)

団体経営体
②


